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 ○ 所管事項の報告について 

１ 八戸市立集会場条例の一部改正（案）の概要について 

２ 八戸市文化教養センター条例の一部改正（案）の概要について 

３ 八戸市公会堂・公民館耐震改修建築工事請負の一部変更契約の締結

をすることの専決処分について 

４ 八戸市公会堂・公民館耐震改修電気設備工事請負の一部変更契約の

締結をすることの専決処分について 

５ 八戸市公会堂・公民館耐震改修機械設備工事請負の一部変更契約の

締結をすることの専決処分について 

６ 八戸市新美術館建築本棟工事請負の一部変更契約の締結をすること

の専決処分について 

７ 八戸市新美術館電気設備工事請負の一部変更契約の締結をすること

の専決処分について 

８ 八戸市新美術館機械設備工事請負の一部変更契約の締結をすること

の専決処分について 

９ 令和元年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

10 平成 30 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

11 平成 29 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

12 平成 28 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

13 指定管理者候補者の選定結果について 

14 八戸市職員の給与に関する条例等の一部改正（案）の概要について 

15 自動車破損事故報告及び損害賠償額の決定について 

16 大型ディスプレイの買入れについて 

日時 令和２年 11 月 20 日(金) 

   午前 10 時 

場所 第一委員会室 



  

 

八戸市立集会場条例の一部改正（案）の概要について 

 

１ 改正理由 

  八戸市更上閣利用者の利便性向上のため、使用時間の延長の規定を見直すほか、所要

の改正をするもの。 

 

２ 主な改正内容 

（１）使用時間の延長 

   使用時間を超える場合、１時間以内に限られていた延長に関する規定を、当該使用 

時間の前延長を可能とし、その場合の使用料等に係る規定を整備する。 

（２）条例から施行規則への変更 

   使用期間及び開場時間、使用料の納付方法に関する規定を、条例から施行規則に変 

更する。 

 

３ 施行期日 

令和３年４月１日 

 

 

（参考）施行規則の主な変更内容 

 

（１）開場時間 

   開場時間を「８時 30 分～21時」から「９時～21時」に変更し、夜間の利用申込が 

ない場合に限り、指定管理者からの申請に基づき、開場時間の短縮を可能とする。 

（２）休場日 

   休場日を「12 月 29 日～翌年１月３日」から「12 月 28 日～翌年１月４日」に変更す 

る。 

（３）使用許可の申請手続き 

   申請期間について規定がなかったものを、使用開始前６箇月から２日まで受け付け 

る規定に整備する。 
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八戸市文化教養センター条例の一部改正（案）の概要について 

 

 

１ 改正理由 

  八戸市文化教養センター南部会館利用者の利便性向上のため、使用時間の延長の規定

を見直すほか、所要の改正をするもの。 

 

２ 改正内容 

（１）使用時間の延長 

   使用時間を超える場合、１時間以内に限られていた延長に関する規定を、当該使用 

時間の前延長を可能とし、その場合の使用料等に係る規定を整備する。 

 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 

 

 

（参考）施行規則の主な変更内容 

 

（１）開館時間 

   開館時間を「９時～22時」から「９時～21時」に変更し、夜間の利用申込がない場 

合に限り、指定管理者からの申請に基づき、開館時間を短縮可能とする。 
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八戸市公会堂・公民館耐震改修建築工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決処分 

について 

八戸市公会堂・公民館耐震改修電気設備工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決 

処分について 

八戸市公会堂・公民館耐震改修機械設備工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決 

処分について 

 

 

１．建築工事 

 （１）工事名 

八戸市公会堂・公民館耐震改修建築工事 

 （２）契約者 

    清水建設株式会社 東北支店 

 （３）専決処分の理由 

    設計変更により工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づ 

き、専決処分したもの。 

 （４）主な変更理由 

    ①自動ドアの仕様変更による増工 

    ②授乳室新設による増工 ほか 

 （５）契約額 

    変更前  1,188,000,000 円 

    変更後  1,212,549,800 円 

    増 減    24,549,800 円 

 （６）処分年月日 

    令和２年 11月 10 日付け処分第 43 号 

 

 

２．電気設備工事 

 （１）工事名 

八戸市公会堂・公民館耐震改修電気設備工事 

 （２）契約者 

    開発・和井田・興陽特定建設工事共同企業体 

 （３）専決処分の理由 

    設計変更により工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づ 

き、専決処分したもの。 

 （４）主な変更理由 

    ①大ホール天井内配管の塗装取り止めによる減工 

    ②大ホールシーリングライト室ブレストインターホン取り止めによる減工 ほか 

 （５）契約額 

    変更前  495,000,000 円 

    変更後  493,066,200 円 

    増 減  △1,933,800 円 

総 務 協 議 会 
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まちづくり文化推進室 



 （６）処分年月日 

    令和２年 11月 10 日付け処分第 44 号 

 

 

３．機械設備工事 

 （１）工事名 

八戸市公会堂・公民館耐震改機械設備工事 

 （２）契約者 

    アクア・サカモト・階上特定建設工事共同企業体 

 （３）専決処分の理由 

    設計変更により工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第 180 条第 1項の規定に基づ 

き、専決処分したもの。 

 （４）主な変更理由 

    ①大ホールのアスベスト含有ダクトパッキンの処分追加による増工 

    ②1 階男子・女子・多目的トイレ 2室の計 4ヵ所へのパネルヒーター設置による増工 

    ③女子トイレ個室のチャームボックス設置による増工 ほか 

 （５）契約額 

    変更前  237,600,000 円 

    変更後  240,447,900 円 

    増 減   2,847,900 円 

 （６）処分年月日 

    令和２年 11月 10 日付け処分第 45 号 



 

 

八戸市新美術館建築本棟工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決処分について 

八戸市新美術館電気設備工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決処分について 

八戸市新美術館機械設備工事請負の一部変更契約の締結をすることの専決処分について 

 

１．建築本棟工事 

（１）工事名 

八戸市新美術館建築本棟工事 

（２）契約者 

鴻池組・田名部組・東復建設特定建設工事共同企業体 

（３）専決処分の理由 

   工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、専決処分し

たもの。 

（４）主な変更理由 

①ジャイアントルーム内の移動棚など追加工事 

②電気設備工事、機械設備工事、備品設置との調整に伴う変更 

③各部屋の内装の納まりによる変更 

（５）契約額 

   変更前 2,098,334,300 円 

   変更後 2,167,480,300 円 

   増 額 69,146,000 円 

（６）専決処分年月日 

令和２年１１月１８日 

 

２．電気設備工事 

（１）工事名 

八戸市新美術館電気設備工事 

（２）契約者 

ユアテック・溝口電気特定建設工事共同企業体 

（３）専決処分の理由 

   工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、専決処分し

たもの。 

（４）主な変更理由 

①ギャラリー等の配線敷設方式の変更 

②ジャイアントルーム内で使用するイベント電源盤の追加 

③ジャイアントルーム内の音響設備等の仕様変更 

（５）契約額 

   変更前 351,320,300 円 

   変更後 364,231,000 円 

総 務 協 議 会 資 料 
令和２年 1 1 月 2 0 日 
まちづくり文化スポーツ部 
新 美 術 館 建 設 推 進 室 



   増 額 12,910,700 円 

（６）専決処分年月日 

令和２年１１月１８日 

 

３．機械設備工事 

（１）工事名 

八戸市新美術館機械設備工事 

（２）契約者 

ダイダン・サカモト・葵 特定建設工事共同企業体 

（３）専決処分の理由 

   工事請負額の変更が生じたため、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、専決処分し

たもの。 

（４）主な変更理由 

①エアコン集中リモコンの追加及び自動制御機器類の追加 

②屋外雨水排水設備の追加施工 

③空調及び換気システム再検討による仕様変更 

（５）契約額 

   変更前 649,265,200 円 

   変更後 667,279,900 円 

   増 額 18,014,700 円 

（６）専決処分年月日 

令和２年１１月１８日 

 

４．イメージパース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

 

 令和元年度包括外部監査結果報告書（令和２年２月）で指摘された事項への措置の実施状

況（令和２年 10 月末現在）について、地方自治法第 252 条の 38 第６項に基づき、監査委員

へ通知した。 

 

１ 監査の概要 

（１）監査テーマ 子育て支援の充実に関する施策の財務事務の執行について 

（２）対象事業 「第２期八戸市次世代育成支援行動計画」及び「第６次八戸市総合計画」

に登載されている子育て支援の充実に関する事業（11 課 52 事業） 

（３）実施期間 令和元年６月 10日から令和２年２月 17日まで 

（４）監査結果 【監査の結果】･････ 措置することが必要なもの 36 項目 

 【意見】･･･････････ 改善を要望するもの 47 項目 

合計   83 項目 

 

２ 措置状況（措置状況一覧は別紙１参照、措置の内容は別紙２参照） 

 指摘を受けた全 83 項目についての措置状況は下表のとおり。 

指摘区分 
措置状況 

合 計 
措置済 現状維持 検討中 

監査の結果 
21 0 15 36 

25.3% 0.0% 18.1% 43.4% 

意 見 
23 4 20 47 

27.7% 4.8% 24.1% 56.6% 

合 計 
44 4 35 83 

53.0% 4.8% 42.2% 100.0% 

≪措置区分≫ 

区分 措置状況 

措置済 措置が完了しているもの、又は、今後の具体的な対応方針・内容を確定させたもの。 

現状維持 現状のとおりとするもの。 

検討中 措置の途中であるもの、又は、具体的な対応方針・内容を検討中のもの。 

※地方自治法に基づく監査委員への通知の対象は、「措置済」及び「現状維持」の項目。 

（「検討中」に係るその後の措置状況は、翌年度以降通知） 

 

３ 結果の公表 

 11 月 20 日 監査委員による告示（地方自治法第 252 条の 38 第６項） 

   市ホームページへの掲載 
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令和2年10月末現在

措置済 現状維持 検討中 計

36 21 0 15 36

43.4% 25.3% 0.0% 18.1% 43.4%

47 23 4 20 47

56.6% 27.7% 4.8% 24.1% 56.6%

83 44 4 35 83

― 53.0% 4.8% 42.2% 100.0%

結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

1 こども未来課 ○ -

2 こども未来課 ○ -

3 こども未来課 ○ 1

1 こども未来課 ○ -

4 こども未来課 ○ -

5 こども未来課 ○ 1

6 こども未来課 ○ -

7 こども未来課 ○ -

2 こども未来課 ○ -

8 こども未来課 ○ -

3 こども未来課 ○ 1

4 こども未来課 ○ -

5 こども未来課 ○ 1

6 こども未来課 ○ 1

9 こども未来課 ○ 1

10 こども未来課 ○ 1

11 こども未来課 ○ 2

7 こども未来課 ○ 2

8 こども未来課 ○ -

9 こども未来課 ○ -

12 こども未来課 ○ -

10 こども未来課 ○ -

11 こども未来課 ○ -

12 こども未来課 ○ -

全件数

監査の結果

令和元年度包括外部監査結果に対する措置状況一覧表　　

指摘区分

対象課

措置状況

指摘区分
措置状況

指摘事項（全体）

指摘事項

合　計

意　見

要綱の見直しについて

事業実績報告の精査について

返還免除要件（勤務形態等）の明確化について

対象者選定に関する市の関与について

制度の周知拡大について

補助要件の確認の厳格化について

補助金の過払いについて

補助要件の確認について

一時預かり事業報告書（幼稚園型）の重複入力について

一時預かり事業に係るシステム導入について

病児・病後児保育事業の利用児童数の誤りについて

月次管理表における管理徹底について

一時預かり事業（一般型）の国・県への事業実績報告書
の利用児童数の誤りについて

一時預かり事業（幼稚園型）の市外在住児童の利用者数
の誤りについて

保育材料購入経費の明確化について

国外収入がある保護者の所得割課税額相当額算定業務
について

市全体イベント参加人数を子育てサロン参加人数に加え
る運用について

短時間認定在籍児童数に関する施設からの毎月の実績
報告人数の誤りについて

短時間認定在籍児童数に関する施設からの毎月の実績
報告人数の記入漏れについて

標準時間延長保育の実績報告誤りについて

時間外（延長）保育事業に係るシステム導入について

一時預かり事業（一般型）の実績調書の利用児童数につ
いて

施設型等給付費支給事務のマニュアル化の推進につい
て

施設における防災備品調達の経済性確保について

別紙１

1／3



結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

指摘区分

対象課

措置状況

指摘事項

13 こども未来課 ○ 2

14 子育て支援課 ○ 2

13 子育て支援課 ○ -

14 子育て支援課 ○ -

15 子育て支援課 ○ -

16 子育て支援課 ○ -

17 子育て支援課 ○ -

15 こども家庭相談室 ○ 2

16 こども家庭相談室 ○ 2

17 こども家庭相談室 ○ 2

18 こども家庭相談室 ○ 2

18 こども家庭相談室 ○ 3

19 こども家庭相談室 ○ -

20 こども家庭相談室 ○ 3

21 こども家庭相談室 ○ 3

22 こども家庭相談室 ○ -

19 こども家庭相談室 ○ -

20 こども家庭相談室 ○ 3

21 こども家庭相談室 ○ -

23 こども家庭相談室 ○ 3

22 こども家庭相談室 ○ 3

24 こども家庭相談室 ○ -

25 こども家庭相談室 ○ -

23 こども家庭相談室 ○ 3

24 子育て支援課 ○ -

26 子育て支援課 ○ -

25 子育て支援課 ○ -

27 子育て支援課 ○ 3

28 子育て支援課 ○ 3

29 子育て支援課 ○ 3

26 子育て支援課 ○ 4

30 子育て支援課 ○ 4

27 子育て支援課 ○ 4

28 子育て支援課 ○ 4

29 子育て支援課 ○ 4

30 子育て支援課 ○ 4

31 子育て支援課 ○ 4

31 子育て支援課 ○ 4

施設型等給付に不必要な資料の徴収について

随意契約の理由の記載について

事業実施要綱と実施報告書の様式の整備について

謝礼支給単価の根拠の明確化について

実施報告書の提出期限の順守について

評価指標について

事業の周知について

国庫補助金実績報告の記載誤りについて

支援員の記録について

県母連への委託料積算について

委託料の支払い方法について

給付金支給要件の確認記録について

未実施に終わった事業に係る確認記録について

HPからのリンク切れについて

実績報告とセンター仕様書等の整合性について

実績報告の検証について

県母連への業務委託（随意契約）について

実施に至らなかった事業について

県母連に対する業務委託料の負担について

HPからのリンク切れについて

潜在的な利用者に対する周知努力について

委託料の支払い方法について

事業実績報告について

県母連への業務委託（随意契約）について

返還金にかかる収納未済について

交付金の実績報告書に記載する対象経費の実支出額の
誤りについて

施設、設備、備品の修繕にかかる市の事前承認の漏れ
について

苦情発生時の市への報告漏れについて

再委託の申請及び承認の漏れについて

成果指標の設定と実際に把握している指標の整合性に
ついて

指定管理専用口座を用いない判断の文書化について

児童手当の返還金の債権管理について

メールマガジン配信事業の所管課の変更について

ブッククーポンの配付方法について

具体的なKPIの設定について

児童扶養手当債権管理票の更新について

利用率向上のための施策について

児童扶養手当の返還金の回収事務について
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結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

指摘区分

対象課

措置状況

指摘事項

32 こども家庭相談室 ○ -

32 こども家庭相談室 ○ 4

33 障がい福祉課 ○ 5

34 障がい福祉課 ○ 5

33 障がい福祉課 ○ 5

34 保健総務課 ○ -

35 保健総務課 ○ -

36 保健総務課 ○ 5

37 保健総務課 ○ 5

38 健康づくり推進課 ○ 5

39 健康づくり推進課 ○ -

40 健康づくり推進課 ○ -

41 健康づくり推進課 ○ 5

42 健康づくり推進課 ○ -

43 保健予防課 ○ -

44 学校教育課 ○ 5

45 学校教育課 ○ 5

46 社会教育課 ○ 5

47 社会教育課 ○ 6

35 こども支援センター ○ 6

36 図書館 ○ 6

違約金請求事務について

違約金不徴収とする判断基準について

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療
費等国庫負担金の実績報告の誤りについて

青森県軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業費補助
金精算額調書の申請件数等の区分項目の報告誤りについて

県との緊密な連絡・協議の必要性について

休日夜間診療所の管理運営方法について

指定管理者の会計処理科目について

医師への期末配当の必要性および事前合意について

アンケート原本の保存について

成果指標について

事業の周知について

定期相談実績0件について

産後ケア事業の利用実績が低い件について

職員の社会保険料等の算定誤りについて

絵本の在庫管理について

相談日の設定について

補助金関係綴について

実績報告書に添付される決算書について

家庭教育研修会のアンケートの活用について

家庭教育支援基盤形成事業の今後の在り方検討につい
て

ワクチン残高の差異分析について
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結果 意見

3 35 こども未来課
時間外（延長）保
育事業

標準時間延長保育の実
績報告誤りについて

　施設における集計誤りにより、毎月の延長保育実施報
告書の内容に誤りがあった。各施設からの各日の利用時
間及び利用人数の集計を誤ると補助基準額にも影響が
生じるため、特に手集計が必要となる各項目の集計方法
について周知を徹底し、毎月の報告でも確認を徹底し、
報告誤りをなくすべきである。

　令和２年度から、各施設に対し、各項目の集計方法に
ついて周知するとともに、市においても複数人で確認す
る体制とした。

措置済

5 41 こども未来課 一時預かり事業

一時預かり事業（一般型）
の国・県への事業実績報
告書の利用児童数の誤り
について

　国への事業実績報告書において、年間延べ利用児童
数の転記誤りがあった。補助基準額に影響を与える誤り
ではなかったが、適切に事業実績報告書を作成・提出す
べきである。

　令和２年度から、事業実績報告書の内容を複数人によ
り確認を徹底することとした。

措置済

3 50 こども未来課
病児・病後児保育
事業

月次管理表における管理
徹底について

　月次管理表を作成し利用児童数を管理しているが、生
活保護世帯及び非課税世帯の利用児童数も入力し、施
設の実績報告と差異が生じている場合は、確認を行うべ
きである。また、後日生活保護世帯又は非課税世帯とい
うことが判明した場合は、利用台帳を修正した上で、再度
提出してもらうことを周知徹底すべきである。

　令和２年度から、月次管理表へ生活保護世帯及び非
課税世帯の利用児童数も入力するとともに、各施設に対
しても、報告内容に変更がある場合は、利用台帳を再度
提出するよう依頼した。

措置済

5 55 こども未来課
幼稚園就園奨励
事業

国外収入がある保護者の
所得割課税額相当額算
定業務について

　国外収入があった保護者の市民税所得割額相当額を
検討した過程が確認できる資料が他の書類と別に保管さ
れていた。国外収入がある場合の計算シートやマニュア
ル等を整備するとともに、検討資料は収入を証明する資
料に添付し保管することが望ましい。

　本事業は令和元年度で終了しているが、今後、同様の
算定業務を行う場合は、市民税所得割相当額を検討した
資料は、収入を証明する資料に添付しなおして保管する
とともに、市民税所得割額相当額を簡易に算出できる計
算シートを作成する。

措置済

6 59 こども未来課 子育てサロン事業
市全体イベント参加人数
を子育てサロン参加人数
に加える運用について

　市全体で実施するイベントへ参加した児童数を、運営ス
タッフとして参加した者がいる各地区社協に社協単位の
頭割りで各サロンの参加児童数として配賦している。この
運用の是非と、配賦の方法について、再考を求める。

　令和２年度から、全ての子育てイベントではなく、子育て
サロンが主催、または共催するイベントのみを算定対象と
し、適切な範囲で参加児童数を集計することとした。

措置済

9 62 こども未来課
児童福祉施設等
産休等代替職員
設置事業

補助金の過払いについて

　補助対象期間について、出産日の翌日から８週間を経
過する期間内としているが、申請者が２か月と勘違いし申
請を行ったことに対し、市の確認が不十分で補助金の過
払いが生じている。過払い分の返還を求めるとともに、今
後確認漏れが発生しないよう、対策を講じる必要がある。

　令和元年度から、補助対象期間を複数の職員により確
認を徹底することとした。
　なお、過払い分については、令和元年度に施設から返
還を受けている。

措置済

10 62 こども未来課
児童福祉施設等
産休等代替職員
設置事業

補助要件の確認について

　産休による申請の場合、出産日が確認できる書類の添
付を求めているが、健康保険出産手当金支給申請書を
添付している申請者があった。証明書類は、公的、少なく
とも第三者が発行するものと考えるべきである。

　令和元年度から、出産証明書、戸籍抄本、住民票な
ど、公的又は第三者が発行する書類にて出産日の確認
を行っている。

措置済

令和元年度包括外部監査結果に対する措置状況【措置済】

指摘区分 報告書
ページ 所管課名 指摘事項 指摘概要 措置の実施状況

措置
状況

対象事業名

別紙２
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結果 意見
指摘区分 報告書

ページ 所管課名 指摘事項 指摘概要 措置の実施状況
措置
状況

対象事業名

11 64 こども未来課 保育研修事業
事業実績報告の精査に
ついて

　市の職員が研修の講師を担当した際に報酬を支払って
いるものがあったが、報酬の取扱いについて確認が不足
しており、チェック機能も十分でなかったと思われる。実績
報告の確認に際し、支出が適正なものであるか注意深く
精査する必要がある。

　今後、同様の誤りがないよう、令和２年度から、事務マ
ニュアルに留意事項として明記した。
　なお、誤って支給した報酬については令和元年度内に
返還されたことを確認している。

措置済

7 66 こども未来課
保育士修学資金
貸付金事業

返還免除要件（勤務形態
等）の明確化について

　市内の保育所等に５年以上勤務した場合、奨学金が全
額免除されることとなるが、制度の趣旨を存分に達するた
め、できるだけ多くの期間を保育士として従事してもらうこ
とが望ましい。免除要件に一定の定量的な勤務時間等を
設けることが必要である。

　令和２年度から、条例を改正し、保育士として１月当たり
20日以上、１日当たり６時間以上勤務することを返還免除
の要件に加えた。

措置済

9 68 こども未来課
保育士修学資金
貸付金事業

制度の周知拡大について

　市内で保育士を目指すものや、高校生に当制度を漏れ
なく周知させることは事業効果を一層高める観点から有
効であると考えられ、今後、市の担当職員が大学・高校の
生徒に直接制度を説明する等の制度周知の拡大が望ま
れる。

　令和元年度は募集人員を上回る応募があることを確認
しており、制度周知は十分に行われているものと認識して
いることから、当面は現状維持とし、今後応募数が少なく
なった場合には周知拡大を図る。

現状維持

13 75 こども未来課
施設型等給付費
支給事業

施設型等給付に不必要
な資料の徴収について

　施設から月次で提出される施設型等給付の請求資料
の中の「出席状況報告書」については、請求事務に関連
性がないため、施設の負担軽減の観点から徴収中止を
検討されたい。

　令和２年度から、出席状況報告書の提出を不要とした。 措置済

14 77 子育て支援課
子育て短期支援
事業（ショートステ
イ）

随意契約の理由の記載
について

　契約方法を随意契約とする理由は重要な情報であるた
め、起案書には随意契約とする理由を具体的に記載す
べきである。

　令和２年度の契約において、起案書に随意契約の理由
を具体的に記載した。

措置済

15 82 こども家庭相談室

虐待等に対する関
係機関の連携、家
庭相談員による相談
体制の充実、児童
虐待防止の啓発活
動

国庫補助金実績報告の
記載誤りについて

　市が国に提出している児童虐待・ＤＶ対策等総合支援
事業費国庫補助金実績報告に記載誤りがあった。補助
所要額への影響はなかったが、記載誤りを防止するた
め、確認体制を強化することが必要である。

　令和２年度から、記載誤りを防止するため、同一金額が
入力される欄については、あらかじめ色付けする等の工
夫をするほか、記載内容を複数人で確認することとした。

措置済

16 86 こども家庭相談室
母子家庭等自立
支援教育訓練助
成事業

支援員の記録について

　助成要件としている支援員との事前相談の記録として
作成される「相談受付・申込票」及び「インテーク・アセスメ
ントシート」等に相談を受けた担当者名の記載がないが、
記録しておくべきである。

　令和２年度から、「相談受付・申込票」及び「インテーク・
アセスメントシート」に相談を受けた担当者名の記載を徹
底し、決裁時に複数人で確認することとした。

措置済

17 86 こども家庭相談室
母子家庭等自立
支援教育訓練助
成事業

HPからのリンク切れにつ
いて

　市ＨＰにリンク切れがある。リンクが切れた原因を把握す
るとともに、今後発生しないための対策を講じる必要があ
る。

　令和２年度から、定期的に市ＨＰの内容を確認し、リンク
先ページのURL変更等に応じた速やかな更新を行うこと
とした。
　なお、当該リンク切れについては令和元年度内に修正
を行った。

措置済

18 86 こども家庭相談室
母子家庭等自立
支援教育訓練助
成事業

給付金支給要件の確認
記録について

　給付金申請時の添付書類について、公簿等によって確
認した場合でも、その旨の記録は残しておくべきである。
また、後日提出してもらうことにした場合には、確認を行っ
た旨の記録を残すべきであると思われる。

　令和２年度から、公簿等で確認した場合には当該確認
書類の写し等を申請書に添付し、確認した旨の記録する
こととした。また、後日確認することとした添付書類につい
ても確認した旨を記録することとした。

措置済
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結果 意見
指摘区分 報告書

ページ 所管課名 指摘事項 指摘概要 措置の実施状況
措置
状況

対象事業名

18 90 こども家庭相談室
ひとり親家庭等就
業・自立支援セン
ター事業

県母連への委託料積算
について

　委託料積算においては十分な検討を行う必要があり、
見積徴収時から内容を変更せざるを得ないのであれば、
その変更による経費の内容を精査し、検討過程も明らか
にするべきであった。

　令和２年度から、事業計画書の精査を徹底し、計画を
変更せざるを得ない場合には事業計画の変更の承認を
行うこととした。

措置済

20 91 こども家庭相談室
ひとり親家庭等就
業・自立支援セン
ター事業

未実施に終わった事業に
係る確認記録について

　仕様書上実施が求められている「託児サービス」につい
て、講習会の受講申込書に託児希望の記録があるにも
かかわらず、実績報告には「託児の利用者はいなかっ
た。」との記載され、その理由についての記録がなかっ
た。仕様書に定められている業務であり、取消に至った
経緯等は記録しておく必要がある。

　令和２年度から、受託者に対し、仕様書・事業計画書に
記載のある事業については、漏れなく実績報告書に記載
するよう求めた。

措置済

21 92 こども家庭相談室
ひとり親家庭等就
業・自立支援セン
ター事業

実績報告とセンター仕様
書等の整合性について

　実績報告書に記載された事業と仕様書等に記載された
事業の関連付けが困難な業務がある。事業に関係する
経費と認めるのであれば、少なくとも実績報告には明記
するように指導すべきである。

　令和２年度から、受託者に対し、仕様書等に記載された
事業の関連付けが困難な業務がある場合、実績報告書
に明記してもらうよう求めた。

措置済

20 94 こども家庭相談室
ひとり親家庭等就
業・自立支援セン
ター事業

実施に至らなかった事業
について

　計画されていたが参加申し込みがなく結果として実施さ
れなかった講習会があった。事業の周知、利用者増に向
けたさらなる努力が望まれる。

　令和２年度から、潜在的な受講希望者にとってより分か
りやすい事業周知内容となるよう、市HPの見直しを行っ
た。

措置済

23 96 こども家庭相談室

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認
定試験合格支援
事業

HPからのリンク切れにつ
いて

　市ＨＰにリンク切れがある。リンクが切れた原因を把握す
るとともに、今後発生しないための対策を講じる必要があ
る。

　令和２年度から、定期的に市ＨＰの内容を確認し、リンク
先ページのURL変更等に応じた速やかな更新を行うこと
とした。
　なお、当該リンク切れについては令和元年度内に修正
を行った。

措置済

22 96 こども家庭相談室

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認
定試験合格支援
事業

潜在的な利用者に対する
周知努力について

　平成29年度の中核市移行に伴い県から移管された事
業であるが、利用状況が芳しくないため、潜在的な利用
者に対する事業の周知が必要である。

　令和２年度から、潜在的な利用希望者にとってより分か
りやすい事業周知内容となるよう、市HPの見直しを行っ
た。

措置済

23 99 こども家庭相談室
ひとり親家庭等日
常生活支援事業

県母連への業務委託（随
意契約）について

　県母連に（１者）随意契約で業務委託を行っているが、
同様のサービス提供可能な唯一の団体であるとする理由
については疑問がある。公募や複数の事業者から見積を
徴取する等も含め競争性の確保に努めるべきである。

　令和２年度から、随意契約を行う理由を再確認し、当市
におけるひとり親家庭等のための就業支援や相談支援
の実績がある唯一の団体であり、総合的な支援が可能な
委託先は県母連のみであることから、今後も県母連との１
者随意契約を継続することとした。

現状維持

27 110 子育て支援課 児童館運営事業
施設、設備、備品の修繕
にかかる市の事前承認の
漏れについて

　指定管理者が行う緊急修繕において、事前承認漏れが
あり、実地検査でも指摘されていない状況であった。基準
書に反する運用であるため、市は指定管理者に対し適宜
適切な指導を行うべきである。

　令和元年度から、指定管理者へ指導を行い、市の事前
承認の上で修繕が実施されるよう改めた。

措置済

28 111 子育て支援課 児童館運営事業
苦情発生時の市への報
告漏れについて

　苦情発生時の市への月次報告がされていないため、市
は指定管理者に対し、適宜適切な指導を行うべきであ
る。

　令和元年度から、指定管理者へ指導を行い、苦情発生
時における月次報告がなされるよう改めた。

措置済

29 111 子育て支援課 児童館運営事業
再委託の申請及び承認
の漏れについて

　浄化槽の管理等における再委託について、市への届け
出の手続きが行われていなかった。今後、市への承認手
続きを経てから第三者委託を実施する必要がある。

　令和元年度から、指定管理者へ指導を行い、市へあら
かじめ届け出た上で第三者委託が実施されるよう改め
た。

措置済
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結果 意見
指摘区分 報告書

ページ 所管課名 指摘事項 指摘概要 措置の実施状況
措置
状況

対象事業名

26 112 子育て支援課 児童館運営事業
指定管理専用口座を用
いない判断の文書化につ
いて

　事務の効率化等の理由から専用口座を使用しておら
ず、市と指定管理者が協議し決定したとのことであるが、
この経緯について文書化されてないため、専用口座を使
用しない理由を文書化する等の対応が必要である。

　令和２年度に、指定管理者から提出された専用口座を
使用しない理由について、文書により承認した。

措置済

30 116 子育て支援課 児童手当
児童手当の返還金の債
権管理について

　返還金が発生した場合、債権者の管理状況を明らかに
するため、財務規則第245条に基づき、債権管理票を備
え付ける必要がある。

　令和元年度に、平成31年4月に遡り、債権管理票を作
成した。（過年度繰越分を含む）

措置済

27 119 子育て支援課
子育て情報整備
事業

メールマガジン配信事業
の所管課の変更について

　メールマガジンの配信内容は、こども未来課が所管する
「こどもはっち」や「子育てサロン」等に関する情報が主で
ある。事業の効果的・効率的な観点からこども未来課に
おいて本事業を実施することを検討してもよいのではな
いか。

　今後は、これまでの配信情報に加え、子育てに関する
行政情報や民間イベント情報等の配信についても強化
することとし、引き続き子育て支援課で本事業を実施する
こととした。

現状維持

28 121 子育て支援課
読み聞かせキッズ
ブック事業

ブッククーポンの配付方
法について

　ブッククーポンの配付については、簡易書留による発送
を行っているが、クーポンの額面と比較した場合に手数
料が過大となっているため、３歳児検診や普通郵便など、
その他の配付方法による送付も再考すべきである。

　本事業は既に終了しているが、今後事業が再開となっ
た場合は、クーポンの額面と比較した場合のコストと、クー
ポンの誤再送がないよう、郵送状況についての問い合わ
せに対応できるかを検討し、配付方法を決定する。

措置済

29 122 子育て支援課
読み聞かせキッズ
ブック事業

具体的なKPIの設定につ
いて

　教育指導課所管の小学生向けブッククーポンの利用率
の指針を参考とし、明確な目標値を設定すべきである。

　本事業は既に終了しているが、今後事業が再開となっ
た場合は、類似事業の指標を参考にしながら、ブッククー
ポン利用率の明確な目標値を設定する。

措置済

30 122 子育て支援課
読み聞かせキッズ
ブック事業

利用率向上のための施策
について

　ブッククーポンの利用率向上のため、クーポン１枚当た
りの金額を分割すること、３か月間という事業の実施期間
の拡大を提言したい。

　本事業は既に終了しているが、クーポンの額面額及び
実施期間については、小学生向けブッククーポンの額と
事業実施期間を考慮し、教育指導課と市書店連盟に相
談の上決定したものであったため、本事業が再開となっ
た場合は、実施方針を関係機関に相談のうえ、対応す
る。

措置済

31 126 子育て支援課
児童扶養手当支
給事業

児童扶養手当債権管理
票の更新について

　児童扶養手当返還金に係る債権管理票について、担
当者が 随時、もしくは、定期的に紙台帳の印刷を行い、
上席者が債権管理票綴を閲覧、確認することが必要であ
る。

　令和２年度から、担当者が随時印刷を行い、四半期ごと
に課長まで閲覧、確認することとした。

措置済

31 127 子育て支援課
児童扶養手当支
給事業

児童扶養手当の返還金
の回収事務について

　滞納者への対応マニュアルで想定している未納者への
訪問回数と実際の訪問回数との間で乖離が生じているた
め、マニュアルに沿った運用又は実態に合わせたマニュ
アルの改訂を検討すべきである。

　令和２年度から、実態に合ったマニュアルとなるよう、改
訂を行った。

措置済

32 132 こども家庭相談室
母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

違約金不徴収とする判断
基準について

　違約金を不徴収とするかどうかについては、事由を証
する書面等、可能な限り客観的な根拠に基づいて可否を
判断する必要がある。また、複数の担当者によって討議
するとともに、決裁文書によって最終決裁者を明確にし
て、判断の責任の所在を明らかにする必要がある。

　令和２年度から、担当者は、不徴収の判断基準に基づ
き、可否の理由を明確に記載するとともに、決裁により、
複数人が可否の是非を確認しながら、責任の所在を明確
にすることとした。

措置済
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結果 意見
指摘区分 報告書

ページ 所管課名 指摘事項 指摘概要 措置の実施状況
措置
状況

対象事業名

33 138 障がい福祉課
障がい児及びその
家庭への適切な
支援

障害児入所給付費等国
庫負担金及び障害児入
所医療費等国庫負担金
の実績報告の誤りについ
て

　実績報告における利用者数の一部のデータについて、
集計表への転記誤りがあったものである。補助金額に影
響はないものの、事業の実績を合理的に跡付ける公文書
であり、作成・提出の際、複数名での確認を実施し、報告
書類に誤りがないようにすべきである。

　令和元年度から、報告書類作成の際、主担当及び副担
当による確認を徹底することとした。

措置済

34 140 障がい福祉課
障がい児及びその
家庭への適切な
支援

青森県軽度・中等度難聴
児補聴器購入費等助成
事業費補助金精算額調
書の申請件数等の区分
項目の報告誤りについて

　実績報告における申請件数区分項目について、記入
誤りがあったものである。補助金額に影響はないものの、
事業の実績を合理的に跡付ける公文書であり、作成・提
出の際、複数名での確認を実施し、報告書類に誤りがな
いようにすべきである。

　令和元年度から、報告書類作成の際、主担当及び副担
当による確認を徹底することとした。

措置済

33 140 障がい福祉課
障がい児及びその
家庭への適切な
支援

県との緊密な連絡・協議
の必要性について

　各事業における補助対象の拡充等が行われた場合に
は、補助対象の可否について、県との緊密な連絡・協議
を実施すべきである。

　今後、各事業における補助対象の拡充等が行われると
の情報が入った場合は、正式文書受理前であっても、県
との緊密な連絡・協議を行うこととする。

措置済

36 145 保健総務課
休日・夜間の救急
医療体制の確保

指定管理者の会計処理
科目について

　職員の福利厚生を目的とする支出を会議費として処理
している事案について、福利厚生費として処理すべき。

　令和元年度から、当該支出を福利厚生費として会計処
理を行った。

措置済

37 145 保健総務課
休日・夜間の救急
医療体制の確保

アンケート原本の保存に
ついて

　目安箱に投函される利用者アンケートについて、原本
を保存すべき。

　令和元年度から、アンケートの原本をファイリングして保
存することとした。

措置済

38 149 健康づくり推進課

妊娠・出産・育児
に関する知識の普
及啓発・相談支援
の充実

成果指標について
　マタニティ健康相談の成果指標を相談日（開庁日）とし
ているが、１日数件の実態であるため、相談件数を評価
指標とすることが望ましい。

　令和２年度から、成果指標として相談人数（件数）を併
記し、年度ごとの相談人数の推移を把握できるようにし
た。

措置済

41 158 健康づくり推進課
子育て世代包括
支援センター

産後ケア事業の利用実績
が低い件について

　産後ケア事業の利用者が少ない現状について、条件の
緩和、手続きの緩和、ＰＲによって取り組みの促進するこ
とを期待したい。国の実施要綱にとらわれず、利用者目
線に立ったサービスを提供することが望ましい。

　令和２年度から、利用手続の負担軽減を図るため、これ
まで利用の都度申請が必要としていたものを、１度の申
請で通算５回まで利用できるように変更した。
　また、周知を強化するため、市広報紙において令和元
年12月号お知らせ記事及び令和２年２月号以降の健康
ガイドで当事業を紹介するとともに、事業チラシや市ホー
ムページの内容を見直した。

措置済

44 168 学校教育課 幼稚園補助事業 補助金関係綴について
　全ての案件ごとに交付要領が綴られているが、わざわ
ざ印刷する必要はなく、２～３部を印刷しておき必要に応
じて利用すれば十分である。

　令和２年度から、交付要領をあらかじめ数部印刷し、必
要に応じて決裁時のみ添付することとした。

措置済

45 169 学校教育課 幼稚園補助事業
実績報告書に添付される
決算書について

　実績報告書に添付する決算書として、学校法人会計基
準に基づいて作成される計算書類一式を提出している案
件と資産収支計算書のみを提出している案件が混在して
いる。書類入手の目的、提出を求める書類を明確にする
べきである。

　令和２年度から、計算書類一式の提出に統一することと
した。

措置済

46 174 社会教育課
家庭の教育力充
実事業

家庭教育研修会のアン
ケートの活用について

　今後の家庭教育研修会でも引き続きアンケートを実施
し、参加者の意見や要望等を聴取し、今後のテーマ選定
や家庭教育研修会の周知・充実等に活用することが望ま
しい。

　今後もアンケートを実施し、参加者の意見や要望等を
聴取し、テーマ選定や家庭教育研修会の周知・充実等
に活用する。

措置済
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措置
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対象事業名

47 174 社会教育課
家庭の教育力充
実事業

家庭教育支援基盤形成
事業の今後の在り方検討
について

　家庭教育支援基盤形成事業は、民生委員や児童委員
の方々でなければ立ち入ることができないような相談を受
けているため、市内全域に広げることは難しい。スクール
ソーシャルワーカー事業と似通った部分があり、今後に
ついては、城北小学校での需要や活動状況を考慮して、
家庭教育支援基盤形成事業の子育て支援コーディネー
ターについての在り方を検討するべきである。

　子育て支援コーディネーターは、城北小学校を拠点と
したモデル的な取組として、地域から家庭教育を支える
仕組みづくりのために、保護者からの相談対応や地域と
の交流を促進する場の提供等を行っており、学校現場に
おけるいじめや不登校といった問題に対し支援を行うス
クールソーシャルワーカーとは異なる活動意義があること
から、地域コミュニティの弱体化傾向にある状況下におい
て地域と家庭をつなぐために必要な存在であることを再
確認し、今後も子育て支援コーディネーターによる支援
体制を継続することとした。

現状維持

35 178
こども支援セン
ター

心身の発達支援を
必要とする子ども
及びその家庭への
総合的な支援

職員の社会保険料等の
算定誤りについて

　職員５名について、社会保険料に係る標準報酬月額の
随時改定がなされていなかったため、給与から天引きさ
れる社会保険料が過少となっており、こども支援センター
が負担する社会保険料の支出額も過少となっていた。
　今後は、システムで自動的に随時改定のフラグが立つ
ような設計にする、複数人のチェック体制を設ける等の
チェック体制を設ける等の確認体制の強化を求めたい。

　令和元年度から、複数人でチェックする体制をとることと
した。
　なお、令和元年度に、八戸年金事務所へ「健康保険・
厚生年金保険被保険者報酬月額変更届」を提出のうえ、
過誤分の支払いを済ませている。

措置済

36 181 図書館
親子の心ふれあう
機会の提供

絵本の在庫管理について

　購入・配付数量と一体で在庫数量を管理し、紛失や誤
発注のリスクを低減すること。また、年度末には棚卸を実
施し、帳簿と実際の在庫に差異が無いか確認し、適切に
物品を管理すること。

　令和元年度から、在庫数量を管理する帳簿を作成し、
在庫管理を行った。

措置済
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平成 30 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

 

 平成 30 年度包括外部監査結果報告書（平成 31 年２月）で指摘された事項への措置の実施

状況（令和２年 10 月末現在）について、地方自治法第 252 条の 38 第６項に基づき、監査委

員へ通知した。 

 

１ 監査の概要 

（１）監査テーマ 防災に関する事務事業の執行について 

（２）対象事業 八戸市復興計画に登載されている事業のうち、市が防災の仕組みを

構築するために実施する事業（31課 83 事業） 

（３）実施期間 平成 30 年７月３日から平成 31 年２月 18 日まで 

（４）監査結果 【監査の結果】･････ 措置することが必要なもの 11 項目 

 【意見】･･･････････ 改善を要望するもの 56 項目 

合計   67 項目 

 

２ 措置状況（措置状況一覧は別紙１参照、措置の内容は別紙２参照） 

令和元年 10 月末までに措置済となっている項目は、全 67 項目中 35項目（「監査の結果」

７項目、「意見」28 項目）であり、残る 32 項目についての措置状況は下表のとおり。 

指摘区分 措置済 

 
措置状況 

（R1.11.1 現在で検討中であったもの）  合 計 

措置済 現状維持 検討中 計 

監査の結果 
7 1 0 3 4 11 

10.4% 1.5% 0.0% 4.5% 6.0% 16.4% 

意 見 
28 10 0 18 28 56 

41.8% 14.9% 0.0% 26.9% 41.8% 83.6% 

合 計 
35 11 0 21 32 67 

52.2% 16.4% 0.0% 31.3% 47.8% 100.0% 

≪措置区分≫ 

区分 措置状況 

措置済 措置が完了しているもの、又は、今後の具体的な対応方針・内容を確定させたもの。 

現状維持 現状のとおりとするもの。 

検討中 措置の途中であるもの、又は、具体的な対応方針・内容を検討中のもの。 

※地方自治法に基づく監査委員への通知の対象は、「措置済」及び「現状維持」の項目。 

（「検討中」に係るその後の措置状況は、翌年度以降通知） 

 

３ 結果の公表 

11 月 20 日 監査委員による告示（地方自治法第 252 条の 38 第６項） 

市ホームページへの掲載 

総 務 協 議 会 資 料 
令和２年 11 月 20 日 
総務部行政管理課 



令和2年10月末現在

措置済 現状維持 検討中 計

11 7 1 0 3 4

16.4% 10.4% 1.5% 0.0% 4.5% 6.0%

56 28 10 0 18 28

83.6% 41.8% 14.9% 0.0% 26.9% 41.8%

67 35 11 0 21 32

― 52.2% 16.4% 0.0% 31.3% 47.8%

結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

1 防災危機管理課 職員用の備蓄物資について ○ -

4 防災危機管理課 軟弱地盤・液状化対策について ○ -

5 防災危機管理課 コンピュータシステム等災害予防について ○ -

6 防災危機管理課 文化財の災害予防について ○ -

1 防災危機管理課 道路啓開等の計画 ○ -

7 防災危機管理課 下水道の管理と修繕 ○ -

8 防災危機管理課 風水害に対する避難計画 ○ -

2 市民連携推進課 ○ -

11 市民連携推進課 ○ 1

12 市民連携推進課 ○ -

14 市民連携推進課 ○ -

17 まちづくり文化推進室 南郷アートプロジェクト業務の成果について ○ 1

18 まちづくり文化推進室 八戸工場大学の成果について ○ 1

21 商工課 BCP策定推進に向けての支援策について ○ -

23 水産事務所 BCPの早期完成等について ○ 1

26 福祉政策課 バックアップ体制の不備について ○ 1

27 福祉政策課 災害時要援護者名簿の更新について ○ 2

4 福祉政策課 福祉避難所の対象となる者の概数について ○ 2

28 福祉政策課 バリアフリー化の対応について ○ -

32 防災危機管理課 一般登録者増加のための方策について ○ 2

33 防災危機管理課 二次避難にかかる計画等の早期策定について ○ -

34 防災危機管理課 ○ -

35 防災危機管理課 指定避難所標識の更新未実施分への対応について ○ 2

6 防災危機管理課 リストと現物の不一致について ○ -

40 防災危機管理課 備蓄品の一元管理の必要性について ○ -

41 防災危機管理課 リスト未掲載の備蓄品の整理について ○ -

42 防災危機管理課 八戸市備蓄計画の策定について ○ -

44 防災危機管理課 業績評価とアンケートについて ○ 2

「外国人住民用ほっとスルメール」における適時性の確保に
ついて

「外国人住民用ほっとスルメール」の登録率向上策の検討
について

外国人観光客に対する緊急情報配信策等の検討について

八戸市総合福祉会館以外の代替施設の検討について

津波防災地域づくりを総合的に推進するための推進計画の
検討について

全件数

監査の結果

平成30年度包括外部監査結果に対する措置状況一覧表　　

指摘区分
対象課

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘区分

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘事項（全体）

合　計

意　見

R1.10
までに
措置済

指摘事項

別紙１
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結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

指摘区分
対象課

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘事項

45 防災危機管理課 再委託の可否について ○ 2

46 防災危機管理課 事業実績や成果指標について ○ -

48 環境政策課 新うみねこプランの見直しについて ○ -

56 教育指導課 複数見積りの徴取について ○ -

2／2



監査テーマ：防災に関する事務事業の執行について 令和2年10月末現在

結果 意見

11 57 市民連携推進課
外国人住民への
緊急情報配信

「外国人住民用ほっとス
ルメール」の登録率向上
策の検討について

　登録率の低い要因を分析した上で、外国人の属性別等
に登録率の向上策を検討する必要がある。

　市内の外国人住民数を在留資格別で見ると「技能実
習」の割合が約４割であることから、令和元年度に、外国
人技能実習生の受入企業を訪問し、「外国人住民用ほっ
とスルメール」のチラシを配布して周知を図った。

措置済

17 68
まちづくり文化推
進室

「アートのまちづく
り」の推進

南郷アートプロジェクト業
務の成果について

　事業の成果を明確にするために、定量化が可能なもの
については定量的な目標を設定し、実績と比較する仕組
みを構築する必要があり、市はこのような仕組みを構築す
る必要がある。

　当事業は令和２年度で終了予定であるが、これに類す
る事業が令和３年度開館予定の新美術館において展開
予定であるため、令和２年度に策定した新美術館中期運
営計画において「評価指標の設定および事業評価の手
法」として事業評価の方針を定めた。
　なお、令和２年度までは、当該事業が受ける文化庁助
成金の申請・実績報告様式により定める目標と実績でそ
の達成度や成果を測り、当市の文化政策アドバイザー等
へ諮り意見交換する方法とする。

措置済

18 69
まちづくり文化推
進室

「アートのまちづく
り」の推進

八戸工場大学の成果に
ついて

　事業の成果を明確にするために、定量化が可能なもの
については定量的な目標を設定し、実績と比較する仕組
みを構築する必要があり、市はこのような仕組みを構築す
る必要がある。

　当事業は令和２年度で終了予定であるが、これに類す
る事業が令和３年度開館予定の新美術館において展開
予定であるため、令和２年度に策定した新美術館中期運
営計画において「評価指標の設定および事業評価の手
法」として事業評価の方針を定めた。
　なお、令和２年度までは、当該事業が受ける文化庁助
成金の申請・実績報告様式により定める目標と実績でそ
の達成度や成果を測り、当市の文化政策アドバイザー等
へ諮り意見交換する方法とする。

措置済

23 83 水産事務所
魚市場機能災害
復旧事業、魚市場
機能整備事業

BCPの早期完成等につい
て

　八戸地域水産業BCPの未確定部分について、関係団
体等と協議し早期解消に努める必要がある。
　また、BCPに即した訓練を実施し、その結果をBCPに反
映させる枠組みを構築する必要がある。

　令和元年度に、八戸地域BCP協議会の構成団体を集
め、机上訓練を実施するとともに、訓練結果を踏まえた課
題の抽出と対策を検討のうえ、BCPへ反映して改定版を
作成した。
　今後も、年１回程度、机上訓練により習熟を図るととも
に、結果をBCPに反映しブラッシュアップする。

措置済

26 89 福祉政策課
災害時要援護者
支援事業

バックアップ体制の不備
について

　避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針
（内閣府）を参考に、災害時要援護者名簿のバックアップ
体制について方針を定め、八戸市災害時要援護者避難
支援プランに記載するべきである。なお、現状では、名簿
のバックアップは取っているものの、紙媒体での保管は行
われていない。

　令和元年度に、八戸市災害時要援護者避難支援プラ
ンを改訂し、災害時要援護者名簿のバックアップ体制に
ついて記載した。
　また、年２回の名簿更新時に災害時要援護者名簿を印
刷し、紙媒体で保管した。

措置済

平成30年度包括外部監査結果に対する措置状況【措置済】

指摘区分 報告書
ページ 所管課名 指摘事項名 指摘概要 措置の実施状況

措置
状況

事業名

別紙２
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結果 意見

指摘区分 報告書
ページ 所管課名 指摘事項名 指摘概要 措置の実施状況

措置
状況

事業名

27 90 福祉政策課
災害時要援護者
支援事業

災害時要援護者名簿の
更新について

　災害時要援護者名簿情報の更新について、実務的に
は行われているが、八戸市災害時要援護者避難支援プ
ランに具体的な記載がないため、避難行動要支援者の
避難行動支援に関する取組指針（内閣府）等を参考に情
報の更新方法等を追加記載するべきである。

　令和元年度に、八戸市災害時要援護者避難支援プラ
ンを改訂し、災害時要援護者名簿の更新方法や頻度を、
新規追加、削除、変更に分けて具体的に記載した。

措置済

4 92 福祉政策課

福祉避難所の指
定・整備（福祉公
民館・総合福祉会
館の維持管理）

福祉避難所の対象となる
者の概数について

　八戸市福祉避難所設置・運営マニュアルでは、「福祉
避難所の対象となる者」は「受入れの対象となる方」として
特定しているが、その概数の把握方法や現在の数につ
いて全く記載されていない。早急に福祉避難所の対象と
なる者の概数を把握する必要がある。

　令和２年度に福祉避難所の対象となる概数の算出方法
を検討し、概数を把握した。

措置済

32 108 防災危機管理課
災害時における広
報体制の検証・強
化（防災）

一般登録者増加のための
方策について

　ほっとスルメールは災害時における緊急情報の伝達手
段として重要なものであるが、平成25年度以降の市内一
般登録者は、16,000件前後とほぼ横ばいで推移している
ことから、一般登録者を増やす取組みを強化することが
望まれる。

　令和元年度から、現在の周知方法に加え、市内事業所
へのチラシ配布や、携帯電話・スマートフォン販売店で購
入者に対してチラシを配布するなど、制度周知を強化し
た。

措置済

35 118 防災危機管理課
避難所サイン・避
難路サインの整備

指定避難所標識の更新
未実施分への対応につ
いて

　敷地等の関係から、従前より、独立した避難所標識が
設置できず、シールを貼付することにより対応していた18
か所の避難所について、新しい標識と同程度の情報に
拡充したシールを貼付する形態とするのかどうかも含め
て、早期に対応方針を決定することが必要である。

　令和２年度に、新しい標識と同程度の情報に拡充した
シールの貼付作業を行った。

措置済

44 134 防災危機管理課
防災市民研修会
開催事業

業績評価とアンケートに
ついて

　防災市民研修会の評価については、アンケートにおい
て、例えば、防災用語に関する知識を確認し、その程度
に応じて研修会の内容を決定することや、現在行ってい
る災害対策について調査し、未実施項目のうち重要度の
高い内容を研修会で実施し、実施後の成果について評
価・分析する等が考えられるところだが、目標達成のため
に効果的であったかどうかを評価し、防災意識の高揚に
つながる研修会の実施が望まれる。

　平成30年度から、市民防災研修会受講者へのアンケー
ト調査の項目を見直し、研修会の内容の理解度や防災
に関する知識など、参加者の防災意識の調査を行った。
　また、令和元年度から、昨年度のアンケート結果を踏ま
えて研修会のテーマを設定し、参加者の防災意識の高
揚につなげた。

措置済

45 137 防災危機管理課
東日本大震災を
伝承する記録・資
料の保存・公開

再委託の可否について

　青森震災アーカイブ保守業務委託契約に係る再委託
の申請・承認においては、再委託をする業務内容は限定
的であり、かつ明確に記載されていなくてはならないこと
から、再委託承認書の内容を改め、再委託業務内容を
詳細に記載し、明確にしなければならない。また、可能で
あれば、その実施時期や再委託価格等の情報も記載す
ることが承認意思決定を適正に行うためにも望ましい。

　令和２年度から、再委託承認書の業務内容を限定的か
つ明確に記載するよう改善を行った。

措置済
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平成 29 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

 

 平成 29 年度包括外部監査結果報告書（平成 30 年２月）で指摘された事項への措置の実施

状況（令和２年 10 月末現在）について、地方自治法第 252 条の 38 第６項に基づき、監査委

員へ通知した。 

 

１ 監査の概要 

（１）監査テーマ ①出資団体の財務事務の執行及び経営管理について 

②八戸市立図書館及び八戸市博物館にかかる財務事務の執行について 

（２）対象団体等 ①(公財)八戸市総合健診センター、(社福)八戸市社会福祉事業団、 

 なんごうプラザ(株)、(一財)八戸地域地場産業振興センター 

②八戸市立図書館、八戸市博物館 

（３）実施期間 平成 29 年７月６日から平成 30 年２月 22 日まで 

（４）監査結果 【監査の結果】･････ 措置することが必要なもの 26 項目 

 【意見】･･･････････ 改善を要望するもの 49 項目 

合計 75 項目 

 

２ 措置状況（措置状況一覧は別紙１参照、措置の内容は別紙２参照） 

令和元年 10 月末までに措置済となっている項目は、全 75 項目中 62項目（「監査の結果」

26 項目、「意見」36 項目）であり、残る 13 項目についての措置状況は下表のとおり。 

指摘区分 
措置済 

(現状維持を 
含む) 

 
措置状況 

（R1.11.1 現在で検討中であったもの）  合 計 

措置済 現状維持 検討中 計 

監査の結果 
26 0 0 0 0 26 

34.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 34.7% 

意 見 
36 5 0 8 13 49 

48.0% 6.7% 0.0% 10.7% 17.3% 65.3% 

合 計 
62 5 0 8 13 75 

82.7% 6.7% 0.0% 10.7% 17.3% 100.0% 

≪措置区分≫ 

区分 措置状況 

措置済 措置が完了しているもの、又は、今後の具体的な対応方針・内容を確定させたもの。 

現状維持 現状のとおりとするもの。 

検討中 措置の途中であるもの、又は、具体的な対応方針・内容を検討中のもの。 

※地方自治法に基づく監査委員への通知の対象は、「措置済」及び「現状維持」の項目。 

（「検討中」に係るその後の措置状況は、翌年度以降通知） 

 

３ 結果の公表 

 11 月 20 日 監査委員による告示（地方自治法第 252 条の 38 第６項） 

  市ホームページへの掲載 

総 務 協 議 会 資 料 
令和２年 11 月 20 日 
総務部行政管理課 



令和2年10月末現在

措置済 現状維持 検討中 計

26 26 0 0 0 0

34.7% 34.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

49 36 5 0 8 13

65.3% 48.0% 6.7% 0.0% 10.7% 17.3%

75 62 5 0 8 13

- 82.7% 6.7% 0.0% 10.7% 17.3%

結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

3
総合健診センター
（保健総務課） 特定資産の勘定科目について ○ -

4
総合健診センター
（保健総務課） 財産目録の使用目的等について ○ -

6
総合健診センター
（保健総務課） 預金の運用管理について ○ -

8
総合健診センター
（保健総務課） 上位計画の検討について ○ -

9
八戸市社会福祉事業団
（福祉政策課・障がい福祉課） 施設の安全性対策について（いちい寮） ○ 1

13
八戸市社会福祉事業団
（福祉政策課・こども家庭相談室） 市の小菊荘への対応について ○ -

15
なんごうプラザ
（南郷事務所） 出資団体としての意義の再検討について ○ 1

18
なんごうプラザ
（南郷事務所） 中期的な事業計画の策定について ○ 1

19
ユートリー（現：VISITはちのへ）
（観光課） 賞与引当金の未計上について ○ 1

23
ユートリー（現：VISITはちのへ）
（観光課） 中長期的な経営計画について ○ -

28 図書館 嘱託員制度の見直しについて ○ 1

32 図書館 図書館独自の事業計画の策定について ○ -

38 博物館 館内の展示資料収蔵スペースについて ○ -

平成29年度包括外部監査結果に対する措置状況一覧　　　

指摘区分 全件数
R1.10
までに
措置済

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘事項（全体）

監査の結果

意　見

合　計

指摘区分
対象団体
（対象課）

指摘事項

別紙１

1／1



監査テーマ：①出資団体の財務事務の執行及び経営管理について
監査テーマ：②八戸市立図書館及び八戸市博物館にかかる財務事務の執行について 令和2年10月末現在

結果 意見

9 48
障がい福祉課
（福祉政策課）

社会福祉法人八
戸市社会福祉事
業団

施設の安全性対策に
ついて（いちい寮）

　いちい寮の施設・設備について、入所者の安全性や快適
性を確保するため、老朽化対策及びバリアフリー化への対
応が求められる。
　対応については、個別箇所の修繕ではなく、建替えを考
慮する必要があるが、多額の財源を要するため、財源確保
策について検討する必要があるとともに、市としても、継続
的に福祉サービスを提供できるよう様々な手法等を検討す
る必要がある。

　令和２年度から、当該事業団をはじめとした社会福祉法人
が、老朽化した障がい児・者の入所施設の整備（新設又は
大規模修繕）を行うために必要な資金について独立行政法
人福祉医療機構から融資を受けた場合、当該融資に係る
償還利子を市が補助（利子補給）することとし、事業実施要
綱を定め、対象事業者に事業の創設について周知した。

措置済

15 71 南郷事務所
なんごうプラザ株
式会社

出資団体としての意義
の再検討について

　市はなんごうプラザ株式会社の発行済株式総数の99％以
上の所有により実質的に支配しており、会社の存続リスクが
具現化するまで現状を継続させることは、その責任を果たし
ていると言えるか疑問である。今後、速やかに市の施策にお
ける位置付け及び役割を再検討し、出資団体としての必要
性の有無を明確にする必要がある。

　令和元年度に、出資団体としての意義について再検討し
た結果、次のとおり確認した。
「同社は市の出資目的に沿った成果をあげており、また、そ
ば振興をはじめとした地域振興の面で市の施策の補完機能
を果たしていること等から、現在も市が出資している状況に
は相当の理由とその効果があることを再確認し、引き続き現
状の出資を継続し、経営を支援すべきものと判断する。」

措置済

18 76 南郷事務所
なんごうプラザ株
式会社

中期的な事業計画の
策定について

　会社の継続性を考えた場合、指定管理業務及びその付
帯業務以外の事業展開を図ることが重要であるが、一定規
模以上に拡大するためには、単年度の事業計画だけでは
なく、会社が将来進むべき方向性を踏まえた５年程度の中
期的な事業計画を策定し、これに向けて対応していくことが
必要となる。

　令和元年度に、同社において令和２年度を始期とする５か
年の中期事業計画を策定した。（令和２年３月の役員会で
承認）

措置済

19 83 観光課

一般財団法人八
戸地域地場産業
振興センター
（現：一般財団法
人VISITはちのへ）

賞与引当金の未計上
について

　職員給与規則に基づいて期末手当いわゆる賞与を支給し
ているが、貸借対照表に賞与引当金を計上していない。金
額的にも少額とはいえないので、計上について検討する必
要がある。

　令和２年度予算から、賞与引当金を計上した。 措置済

28 134 図書館
八戸市立図書館
（本館・分館含
む）

嘱託員制度の見直し
について

　嘱託員の専門性を高めることは、正職員の専門性を高め
ることと同様に重要である。今般の地方公務員法及び自治
法の改正を契機に、嘱託員のあり方を見直し、図書館職員
の専門性向上に資するものとすることが望ましい。

　令和２年度から、会計年度任用職員制度への移行に伴
い、有資格者及び経験実績のある者を「図書館事務員」とし
て、その他の補助的・定型的業務に従事する「一般事務員」
と区別して任用することとした。
　また、県内図書館研修会へ嘱託員を参加させたほか、館
内研修も実施し、専門性の向上を図った。

措置済

平成29年度包括外部監査結果に対する措置状況【措置済】

指摘区分
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状況

対象団体等
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平成 28 年度包括外部監査結果に対する措置状況について 

 

 平成 28 年度包括外部監査結果報告書（平成 29 年３月）で指摘された事項への措置の実施

状況（令和２年 10 月末現在）について、地方自治法第 252 条の 38 第６項に基づき、監査委

員へ通知した。 

 

１ 監査の概要 

（１）監査テーマ  委託事業にかかる財務事務の執行について 

（２）対象事業     一般会計における委託事業（指定管理料を除く）のうち、決算額が

１千万円以上のソフト事業（35 課 100 事業） 

（３）実施期間   平成 28 年７月 19日から平成 29 年３月 15日まで 

（４）監査結果   【監査の結果】･････ 措置することが必要なもの 76 項目 

【意見】･･･････････ 改善を要望するもの 90 項目 

合計  166 項目 

 

２ 措置状況（措置状況一覧は別紙１参照、措置の内容は別紙２参照） 

令和元年 10 月末までに措置済となっている項目は、全 166 項目中 165 項目（「監査の結

果」75 項目、「意見」90項目）であり、残る１項目についての措置状況は下表のとおり。 

指摘区分 
措置済 

(現状維持を 

含む) 

 
措置状況 

（R1.11.1 現在で検討中であったもの）  合 計 

措置済 現状維持 検討中 計 

監査の結果 
75 1 0 0 1 76 

45.2% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 45.8% 

意 見 
90 0 0 0 0 90 

54.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 54.2% 

合 計 
165 1 0 0 1 166 

99.4% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 100.0% 

≪措置区分≫ 

区分 措置状況 

措置済 措置が完了しているもの、又は、今後の具体的な対応方針・内容を確定させたもの。 

現状維持 現状のとおりとするもの。 

検討中 措置の途中であるもの、又は、具体的な対応方針・内容を検討中のもの。 

※地方自治法に基づく監査委員への通知の対象は、「措置済」及び「現状維持」の項目。 

（「検討中」に係るその後の措置状況は、翌年度以降通知） 

 

３ 結果の公表 

 11 月 20 日 監査委員による告示（地方自治法第 252 条の 38 第６項） 

   市ホームページへの掲載 

  

総 務 協 議 会 資 料 
令和２年 11 月 20 日 
総務部行政管理課 



令和2年10月末現在

措置済 現状維持 検討中 計

76 75 1 0 0 1

45.8% 45.2% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6%

90 90 0 0 0 0

54.2% 54.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

166 165 1 0 0 1

- 99.4% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6%

結果 意見 措置済 現状維持 検討中
別紙２
参照頁

52 清掃事務所 ○ 1

指摘事項

可燃系資源物収集運搬業務委託（その１）の委託範囲の分
割について

平成28年度包括外部監査結果に対する措置状況一覧表　　

指摘区分

対象課

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘区分 全件数
R1.10
までに
措置済

措置状況
（R1.11.1時点で検討中であったもの）

指摘事項（全体）

監査の結果

意　見

合　計

別紙１

1／1



監査テーマ：委託事業にかかる財務事務の執行について
令和2年10月末現在

結果 意見

52 203 清掃事務所
可燃系資源物収集運搬
業務委託（その１）の委託
範囲の分割について

　可燃系資源物収集運搬業務委託（その１）の委託範囲の
分割について、（その１）の契約は（その２）に比べて、契約
額及び人員の基準要件で４倍程度、運搬車の基準要件で
も3.6倍程度の規模となっており、各種の一般廃棄物収集
運搬業務委託の中でも、金額的に最も大きな委託契約と
なっているが、規模の経済性を阻害しない限りにおいて、よ
り競争が促進されるよう委託範囲を分割することが必要であ
る。

　令和２年度から、これまでの可燃系資源物収集運搬業務
委託（その１）については（その１）と（その２）に分割して契
約し、これまでの可燃系資源物収集運搬業務委託（その２）
については（その３）として契約した。

措置済

平成28年度包括外部監査結果に対する措置状況

指摘区分 報告書
ページ

所管課名 指摘事項名 指摘概要 措置の実施状況
措置
状況

別紙２
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指定管理者候補者の選定結果について 

 

令和３年度から指定管理者制度を導入する 40 施設について、下記のとおり指定管理者候補者

を選定した。 

 

 

１ 選定の概要 
 

(1) 対象施設 公募 40 施設（全て継続） 

(2) 指定期間 令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで（５年間） 

(3) 選定までの経過 

７月 20 日（月） 募集要項配布 

８月 27 日（木）～９月 11 日（金） 申請受付 

９月 15 日（火）～10 月２日（金） 指定管理者選定委員会による選定 

 

２ 選定結果 
 

指定管理者候補者 ２団体（総務協議会所管分は無し） 

 

No. 施 設 名 
応募 
団体 
数 

応募団体名 候補者名（選定結果） 所 管 課 

１ 

福祉公民館 

福祉体育館 

(２施設) 

２ 
三八五ふれあいネット 

特定非営利活動法人ワーカーズコープ 
三八五ふれあいネット 福祉政策課 

２ 
市営住宅等 

(38 施設) 
１ 清掃テクノ・東北産業グループ 清掃テクノ・東北産業グループ 建築住宅課 

計 40 施設 ３  ２団体  

 

３ 今後のスケジュール 
 

令和２年 12 月 ◇ 12 月定例会 

・指定管理者指定議案の提案・議決 

・指定管理料の債務負担行為の設定 

令和３年１月 ◇ 包括協定の締結 

３月 ◇ ３月定例会 

・指定管理料に係る予算案の提案・議決 

４月 ◇ 管理運営開始 

 

総 務 協 議 会 資 料 

令和２年 11 月 20 日 

総 務 部 行 政 管 理 課 



  

総 務 協 議 会 資 料 

令和２年 11 月 20 日 

総 務 部 人 事 課 

 

 

八戸市職員の給与に関する条例等の一部改正（案）の概要について 

 

１ 改正の理由 

青森県人事委員会勧告に基づく青森県職員の給与改定に準じ、一般職の職員及び特別職の職員等

の期末手当の支給割合を改定するためのものである。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 一般職の職員に係る期末手当の改定 

① 支給割合の改定（0.05 月分引き下げ） 

区分 現 行 
改定後 

（A）令和 2 年度改定分 （B）令和 3 年度改定分 

再任用職員を 

除く職員 

6 月期 1.25 月分 1.25 月分 1.225 月分 

12 月期 1.25 月分 1.20 月分 1.225 月分 

計 2.50 月分 2.45 月分 2.45 月分 

 

② 改正する条例 

八戸市職員の給与に関する条例 

 

⑵ 特別職の職員等に係る期末手当の改定 

① 支給割合の改定（0.05 月分引き下げ） 

区分 現 行 
改定後 

（A）令和 2 年度改定分 （B）令和 3 年度改定分 

市民病院事業

管理者を除く

特別職等 

6 月期 1.625 月分 1.625 月分 1.60 月分 

12 月期 1.625 月分 1.575 月分 1.60 月分 

計 3.25 月分 3.20 月分 3.20 月分 

市民病院事業

管理者 

6 月期 1.85 月分 1.85 月分 1.825 月分 

12 月期 1.85 月分 1.80 月分 1.825 月分 

計 3.70 月分 3.65 月分 3.65 月分 

 

② 改正する条例 

 ・八戸市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

    ・八戸市特別職の職員の給料等に関する条例 

    ・八戸市立市民病院事業管理者の給与及び旅費に関する条例 

 

３ 施行期日等 

公布の日から施行する。ただし、令和３年度改定分については令和３年４月１日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

自動車破損事故報告及び損害賠償額の決定について 

 

 

１ 発生日時  令和２年８月 26 日（水）午後 1時 15 分頃 

 

 ２ 発生場所  八戸市立北稜中学校 職員駐車場 

 

３ 事故の概要 派遣用務員が校庭トラック外周の除草作業を行っていたところ、

使用していた刈払機（ナイロンカッタータイプ）の刈刃に接触し

た石が飛び散り、駐車中の車に衝突し、右側後部のクォーターガ

ラスを破損した。 

 

４ 損害賠償額 34,848 円 

     （全国市長会学校災害賠償補償保険より同額給付） 

 

５ 専決処分月日  令和２年 10 月１日（木）処分第 38 号 

 

６ 示談成立月日  令和２年 10 月７日（水） 

 

総 務 協 議 会 資 料 

令和２年 11 月 20 日 

教育委員会教育総務課 



 

 

 

 

 

 

 

大型ディスプレイの買入れについて 

 

 

１ 買入目的  

臨時休業等の緊急時に、学校と児童生徒がオンラインによるやりとりを

円滑に行うとともに、教室分散による授業実施のための学習環境の整備と

して、大型ディスプレイを２クラスに１台程度整備する。 

 

 

２ 買入品目の内容 

  ４Ｋワイド大型ディスプレイ 352 台 

（移動式ディスプレイスタンド・運送・設置費含む） 

 

 

３ 契約金額 

  53,130,000 円 

 

 

４ 納入期限 

  令和３年３月 31 日 

 

 

５ 納入場所 

  教育委員会指定場所 

 

 

６ 契約者 

  株式会社ビジネスサービス八戸支店（八戸市大字糠塚字下道 16 番地） 

 

 

 

 

総 務 協 議 会 用 資 料 

令和２年１１月２０日 

八 戸 市 教 育 委 員 会 

総 合 教 育 セ ン タ ー 
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